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（ＪＡＳＤＡＱ コード 8946）

問 合 せ 先 常 務 取 締 役 小  坂  竜  義
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（訂正）平成 23 年 12 月期 決算短信の訂正に関するお知らせ 

平成24年２月16日に発表いたしました「平成23年12月期 決算短信」の記載に一部誤りがありまし

たので、下記の通り訂正いたします。 

なお、訂正箇所には下線を付しております。 

記 

訂正の内容 

１.平成 23 年 12 月期決算短信 25 ページ（8）表示方法の変更 

（訂正前） 

（8）表示方法の変更 

前連結会計年度 

（自   平成 22 年 １月 １日 

至   平成 22 年 12 月 31 日） 

当連結会計年度 

（自   平成 23 年 １月 １日 

至   平成 23 年 12 月 31 日） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において販売費及び一般管理費の

「支払手数料」の中に含めて表示しておりました「販

売手数料」は、重要性が増したため、区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の「支払手数料」

に含まれる「販売手数料」は 4,721 千円であります。

前連結会計年度において区分掲記しておりました

特別利益の「貸倒引当金戻入額」及び「償却債権取

立益」は、重要性が乏しくなったため、特別利益「そ

の他」に含めております。なお、当連結会計年度の

特別利益「その他」に含まれている「貸倒引当金戻

入額」は 160 千円、「償却債権取立益」は 422 千円で

あります。 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において区分掲記しておりました営業

外収益の「保険解約返戻金」は、重要性が乏しくなった

ため、営業外収益「その他」に含めております。なお、

当連結会計年度の営業外収益「その他」に含まれている

「保険解約返戻金」は 2,401 千円であります。 
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（訂正後） 

（8）表示方法の変更 

前連結会計年度 

（自   平成 22 年 １月 １日 

至   平成 22 年 12 月 31 日） 

当連結会計年度 

（自   平成 23 年 １月 １日 

至   平成 23 年 12 月 31 日） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において販売費及び一般管理費の

「支払手数料」の中に含めて表示しておりました「販

売手数料」は、重要性が増したため、区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の「支払手数料」

に含まれる「販売手数料」は 4,721 千円であります。

前連結会計年度において区分掲記しておりました

特別利益の「貸倒引当金戻入額」及び「償却債権取

立益」は、重要性が乏しくなったため、特別利益「そ

の他」に含めております。なお、当連結会計年度の

特別利益「その他」に含まれている「貸倒引当金戻

入額」は 160 千円、「償却債権取立益」は 422 千円で

あります。 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において区分掲記しておりました営業

外収益の「保険解約返戻金」は、重要性が乏しくなった

ため、営業外収益「その他」に含めております。なお、

当連結会計年度の営業外収益「その他」に含まれている

「保険解約返戻金」は 2,401 千円であります。 

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に基

づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成 21 年３月 24 日

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純

損失」の科目で表示しております。 

 

 

２. 平成 23 年 12 月期決算短信 39 ページ（10）連結財務諸表に関する注記事項（資産除去債務関

係） 

（訂正前） 

（資産除去債務関係） 

当連結会計年度末（平成 23 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

（訂正後） 

（資産除去債務関係） 

当連結会計年度末（平成 23 年 12 月 31 日） 

当社グループは、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における現状回復に係る債

務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もな

いことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務

を計上しておりません。 

 

 

３. 平成 23 年 12 月期決算短信 43 ページ（10）連結財務諸表に関する注記事項（セグメント情報

等） 

（訂正前） 

ｄ.セグメント情報 

３.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（注）１～２  略 

３.セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、連結損益計算書の営業損失（△）と一致してお

ります。 
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（訂正後） 

ｄ.セグメント情報 

３.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（注）１～２  略 

３.セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っておりま

す。 

 

 

４. 平成 23 年 12 月期決算短信 66 ページ（9）個別財務諸表に関する注記事項（資産除去債務関係） 

（訂正前） 

（資産除去債務関係） 

当事業年度末（平成 23 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

（訂正後） 

（資産除去債務関係） 

当事業年度末（平成 23 年 12 月 31 日） 

当社は、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における現状回復に係る債務を有し

ておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上し

ておりません。 

以 上 


